
平成１９・２０年度市政懇話会提案内容対応状況調査

市民との協働と市民サービスの向上部会

実施状況 主な取り組みの内容（実績） 担当課

①市民の意見を届ける仕組みはよくできてい
る。市民総合相談窓口の分かりやすい表示と周
知が必要。

○
駅南庁舎の市民総合相談センターの開設に伴い、市報・Ｈ
Ｐ・リーフレット等により広く周知を図るとともに、案内に
ついても分かりやすい表示に再整備しています。

市民総合相談課

②優秀でやる気のある若い人との対話の中か
ら、アイデアなどをいただきながら市政を進め
てほしい。

○

若者の視点によるまちづくりを実現するため、鳥取市若者会
議を設置しています。若者会議は、まちづくりに関するテー
マを設定し、具体的な施策の提案やイベントを実施するなど
の活動しています。また、市は若者会議からの提案を施策に
反映するなどしています。

企画調整課

○

・市政の発展と市民と市との協働によるまちづくりの着実な
前進を図ることを目的として、「地域づくり懇談会」を実施
しています。
これは、地域からの意見・要望を待つのではなく、市長をは
じめ市の幹部職員が各地域に出向き、地域と行政が一体と
なって地域の課題解決に向けて話し合うもので、毎年開催し
ています。
・地域づくり懇談会の開催地区数及び参加者
【Ｈ１９年度】２５地区、１，１８３人
【Ｈ２０年度】３２地区、１，３２９人

協働推進課

○

・市長が出向き市民団体等とまちづくりについて語り合う
「市長と気軽にトーク・トーク」を実施し、市民意見を把握
し、協働によるまちづくりを推進しています。
・また、市政提案の用紙・封筒を市内の公共施設など236箇
所に設置、また、インターネットによる提案・質問などを受
付けています。

市民総合相談課

④市の職員がサークルや市民団体の行事などに
参加するなど、市民との交流を持ちながら、市
の職員が市民の中に入って意見を聞く姿勢が必
要。

○
・市のホームページやＣＡＴＶなどで市民活動団体が企画す
る行事日程を紹介し、参加の呼びかけなどを行っています。

協働推進課

提案内容

③地域からの要望を待つのではなく、市の立場
で把握し、必要なものに順位を付けていくこと
が必要。

（１）広聴業
務について
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平成１９・２０年度市政懇話会提案内容対応状況調査

実施状況 主な取り組みの内容（実績） 担当課提案内容

⑤市民の半分以上は、市政に無関心、または、
市に意見を言っても無駄という意識を持ってい
るのではないか。

○

・③の取組や市民政策コメント制度など、市民の市政に関する提
案・意見等とともに、市の対応などについて、ホームページ上に公
開するなど広く市民に公表しています。
※市民政策コメント制度とは、市が重要な政策を決める際に、その
原案を市民に公表し、寄せられた意見や提言を政策形成に反映す
るための仕組みです。

市民総合相談課

⑥ＮＰＯとの連携を深め、意見をもらえるようにする。○
・アクティブとっとりに登録しているＮＰＯ法人や市民活動団体（１４０
団体）との意見交換会を、年1回開催しています。

協働推進課

①市に提出する申請書類の作成の相談にのるな
ど、行政と市民のコーディネートをしてほし
い。

○

・申請書類の窓口等での作成（記載）時をはじめ、案内窓口と各担
当課との連携を十分に図り、相談に応じています。
・申請書類等の記載内容については、できるだけ、行政用語ではな
く、わかりやすい表記となるよう努めているところです。

市民総合相談課

② 趣味、自治会、スポーツなどの活動で、市の
職員が活動をリードするような雰囲気がほし
い。

△
　ボランティア休暇を町内会等の公共的な団体の活動に参加する
場合にも拡大するなど、参加しやすい制度を整備しています。

職員課

③外国人登録をした在住外国人を訪問して相談
を受ける制度を作ってはどうか。

○
窓口対応については、国際交流員及び外国語対応可能な市職員
との連携により対応しています。

市民総合相談課

①市全体で防災訓練をしてほしい。被災地域を
限定せず鳥取市全体の被災を想定した防災訓練
が必要。

△
毎年、市内で総合防災訓練を実施しており、平成１９年度からは合
併地域を中心会場の一つに加え、西部、南部、東部地域の順で実
施しています。

危機管理課

②近所の７、８軒でつくる「隣組」制度をつく
り、災害時にまとまって避難・退避すべき。

○
町区・町内会で結成する自主防災会を単位に、取組んでいただい
ています。

危機管理課

（２）市民
（ＮＰＯ等）
との協働につ

いて
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平成１９・２０年度市政懇話会提案内容対応状況調査

実施状況 主な取り組みの内容（実績） 担当課提案内容

③町内会の班別で、災害時の対応についてのき
め細かいものを作って、対策を練るよう。

△
地区防災リ－ダ－講習会、地区防災訓練などの際に、災害時の町
内会での具体的な対応等について、指導、助言しています。

危機管理課

④市の備蓄だけでなく、各自が食料等を備蓄し
ておくことが必要。

△
地区防災リ－ダ－講習会、地区防災訓練などの際に、具体的な家
庭での食料備蓄等について、指導、助言しています。

危機管理課

⑤要援護者ではないが災害時などには支援を必
要とする方への対応。

△
地区防災リ－ダ－講習会、地区防災訓練などの際に、具体的な災
害時の対応について、指導、助言を行っています。

危機管理課

⑥仕事を退職した６０代くらいの人で、リー
ダーシップのある人を防災活動のリーダーとし
て養成する必要があるのではないか。

○
長期間にわたりリ－ダ－として活動する意欲のある方には、年齢や
性別に関わらず、お願いしています。

危機管理課

⑦ケーブルテレビで、「わが町の防災」という
テーマで地域をまわる特集をしてみてはどう
か。

○
活発な活動している自主防災会を、ケ-ブルテレビやＮＨＫ等で特
集として取り上げていただくようお願いしています。

危機管理課
秘書課広報室

⑧災害に対する意識が低い人に対し、どうやっ
て災害に対して関心をもっていただくかについ
ての検討が必要。

△
防災訓練の実施や自主防災活動をケ-ブルテレビやＮＨＫ等で放映
するなど、防災意識を定着するための方法を検討し、実施していま
す。

危機管理課

⑨個々の活動はきちんとなされている。それを
市全体にどう広げていくかが重要。

○
個別の自主防災会はもとより、地区の自主防災会連合会におい
て、防災活動等への取り組みが行われています。

危機管理課

（３）防災活
動等における
市民との連携
について
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平成１９・２０年度市政懇話会提案内容対応状況調査

実施状況 主な取り組みの内容（実績） 担当課提案内容

○
各地区のまちづくり協議会を通じて、地域コミュニティ計画に防災・
防犯計画を盛り込んでいただくようお願いしています。

危機管理課

○

まちづくり協議会は、それぞれの地域の実情に合った地域コミュニ
ティの活性化と地域力の向上を目指しています。地区の各種団体
の連携、地区住民全員を会員とするなど、地域の実情にあわせた
組織体制づくり、活動が進んでいます。こうした活動の中で、有事に
おいて、行政職員も地域住民の一人として、対応するものと考えて
います。

まちづくり協議会では、地域の安全・安心なまちづくりへの取り組み
として、独居老人世帯や障がい者を災害時に支援するための名簿
作りなども行っています。こうしたまちづくり協議会が様々な課題解
決に向けた「地域コミュニティ計画」の作成に対して、職員によるコ
ミュニティ支援チームや財政的支援を設けています。

コミュニティ支援室

⑪犯罪防止のため、地域で青パトによる自主パ
トロールを行ってはどうか。

△
市内には、地域ぐるみで子供の安全を見守る活動に取り組んでい
る団体があります。他の地域に普及するためのモデルケ－スとして
検討しています。

危機管理課

①市内部での指示・命令事項が市の施設などで
徹底されるよう努力するべき。

○
・必要な情報は随時庁内LANに掲載、幹部会議などで指示するな
ど、徹底を図っています。

職員課

②市民も行政から自立し、これを行政が支援す
る仕組み作りが必要。

○

市は、各地域のさまざまな課題について、地区住民が力を合わせ
て解決策を考え「安全で安心した暮らし」を実現するために地区公
民館を単位とした「まちづくり協議会（仮称）」の組織化の取り組み
を提案しています。

このまちづくり協議会は、地区の各種団体と連携し、それぞれの地
域の実情に合った地域コミュニティの活性化と地域力の向上を目
指して、独自の活動を実施し始めています。

市としても各地域での自主的な活動に対してコミュニティ支援チー
ムなどの人的支援や地域コミュニティ育成支援事業交付金などの
財政的支援を行っているところです。

協働推進課（コミュニ
ティ支援室）

⑩地域活動の拠点となる公民館単位でのまちづ
くり協議会の活動に、危機管理・防災活動の視
点も含めていったほうがよい。災害の際にも、
地域に住む行政職員が指示をだしたり、一緒に
作業をするというほうがうまくいくのではない
か。
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平成１９・２０年度市政懇話会提案内容対応状況調査

実施状況 主な取り組みの内容（実績） 担当課提案内容

③環境良く暮らせるよう、ゴミ問題などに対す
る地域の意識改革が必要。

○

　平成19年7月から、全市域に不法投棄監視員制度を導入していま
す。これにより、監視員の方々及び住民の協力によって、不法投棄
発生抑制や回収の実績を向上するなど、大きな成果をあげていま
す。

　また、平成19年10月から開始している家庭ごみの有料指定袋制
度によってごみ減量等に対する住民意識も高まり、制度実施前後
の１年間を比較すると、可燃ごみが17.41％、ブラスチックごみが
12.6％とそれぞれ減少しています。

生活環境課

④山陰は交通機関が不便。飛行機運賃の値下げ
や、乗り継ぎを便利にすることが必要。

△

官民が一体となって活動をしている「鳥取空港の利用を促進する懇
話会」が１日５便化及び運賃の値下げ等について署名活動、要望
活動等を行っています。（平成２０年１０月には「特割１」・「特割７」
が1,000円値下げされた。）今後も、利便性向上に向けて引き続き
活動を行っていきます。

交通対策室

⑤行政だけでなく、民間や市民が企画を立ち上
げて、飛行機の利用客を増やす取り組みをする
ことが必要。

△
鳥取市をはじめとして、官民が一体となって活動をしている「鳥取空
港の利用を促進する懇話会」が１日５便化及び運賃の値下げ等に
ついて署名活動、要望活動等を行っています。

交通対策室

⑥市の財政が厳しいということは市民もよく承
知しており、協力していかなければいけないと
考えている。

⑦企業も、「安心安全見守り隊」という取り組
みで、新聞配達員が、早朝の不審者や、新聞が
たまっているお年寄りの家の通報などを行って
おり、市民との協働も進んでいると思われる。

委員の所感

委員の所感

（４）その他
の意見
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